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事業概要
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１．目的

風力発電のサプライチェーンの現状を分析し、強靭化に資する技術開発の方

向性等を技術開発ロードマップの素案としてとりまとめる。

２．期間

2025/2/21～2026/3/31

３．目標（最終）

目標１：風車・浮体基礎のサプライヤーの現状を把握し、世界・アジアに対

して優位となるための技術開発の方向性を明らかにする。

目標２：技術開発戦略上必要な試験サイトの国内立地に向けた基礎的検討。

目標３：官民の役割を明確にした技術ロードマップの素案作成。

４．成果・進捗概要

外部有識者による技術委員会等に諮り、とりまとめを実施。



サプライチェーン強靭化を見据えた
技術開発動向調査

目標１：風車・浮体基礎のサプライヤーの現状を把握し、世界・アジアに対して優位となるた
めの技術開発の方向性を明らかにする。
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実施方法

⚫ 風車・浮体基礎のコンポーネント別のサプライヤー既存文献から収集し、優先するべき軸

として、①コストインパクトの大きさ、②コア技術の有無、③高付加価値な中間部材を製

造できるか、等の視点で整理。

⚫ 特に風車のコンポーネントは、国内に大型風車の製造拠点がなく、事業環境の変化が急激

に進んでいることを踏まえ、風力発電関連産業に関する調査の実績を有する日本電機工業

会（JEMA）の協力のもとアンケート調査を実施。

⚫ 技術開発の今後の方向性について

⚫ 実証サイト・試験設備について

⚫ 海外風車メーカーとの関係について

⚫ 合計21社（風車：１、部品：12、鋼材・鉄鋼：３、塗料・防食：２、サービス等：３）

から回答を得た。
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洋上風力発電事業の流れと主要業務
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業務分野 主要業務

⚫ プロジェクト企画・開発（全体統括、各種設計・計画策定、調達、財務管理等）
⚫ ファイナンス関連業務、保険関連業務

⚫ 風況調査（観測タワー設置、気象・海象観測）、海底地盤調査（ボーリング調査、海底地形
測量）、各種環境調査（鳥類調査、魚類調査、海洋哺乳類調査、陸上環境調査） など

⚫ 設計・エンジニアリング
⚫ 環境影響評価、地域合意形成、各種許認可取得業務 など

⚫ 風車製造
⚫ 浮体基礎・係留システムの製造
⚫ 海底ケーブル製造、変電設備製造
⚫ その他周辺設備製造

⚫ 洋上工事作業管理
⚫ 風車・浮体基礎・係留システム設置、海底ケーブル敷設、洋上変電所設置
⚫ 陸上ケーブル敷設、陸上変電所敷設 など

⚫ 運転管理業務、人員輸送・船舶手配管理
⚫ 風車メンテナンス（ナセル内部品点検保守・交換、ブレード点検保守など）
⚫ 周辺設備メンテナンス（浮体基礎・係留システム、海底ケーブル、変電設備点検保守など）

⚫ 風車・浮体基礎・係留システム撤去
⚫ 海底ケーブル、変電設備等撤去

調査・設計

製造

組立・設置

運用・メンテナンス

撤去

分野横断的業務

（出典）日本風力発電協会 洋上風力発電スキルガイド（2022）をもとに一部修正



浮体式洋上風力発電のサプライチェーン
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インターアレイケーブル

洋上変電所

基地港

施工

風車

浮体基礎・係留システム

エクスポートケーブル

陸上変電所



風車のコスト構造と主要部品
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ナセル
(62)

風車
(100)

ローター
(27)

タワー
(11)

発電機 (15) 増速機 (11) 電力変換器(11) 主軸受(3)ナセル台板(3) 主軸(3)

制御システム(4) ヨーシステム(3) ヨー軸受(1) その他（ナセル関連）(3)

その他（エンジニアリング部品）(4) 留め具(1)

ブレード (23) ブレード軸受け(3)

スピナ(<1)

ピッチ制御システム(1)

ローター付属システム(<1)

加工鋼材(1)

鋼材(10) 昇降機・梯子・ダンパ等(1)

ナセルのアセンブリ
は、風車メーカー
が行うものの、その
構成部材は、外
部のサプライヤー
から調達する。

ローターの設計と
製造は、風車メー
カーが独自で行う。

設計は、風車メー
カー、製造はサプ
ライヤーが主。

※15MW風車のコスト構造は、ナセル、ローター、タワーまでの分類しか得られなかったため、その下は、10MWの風車の分解能と同じとして推計

15MW風車のコスト構造とサプライヤーの考え方

（出典）Guide to a Floating Offshore Wind Farm Japanese/South Korean Update 2025, 2019から作成

太字：重要な部品 自社で設計し、サプライヤーと連携して開発（上流：風車メーカー）自社（買収して）内製化

⚫ 風車メーカーは、全体設計とローター・ドライブトレイン・制御の設計が重要。

⚫ ブレードは内製化しているが、他部品は、専業メーカーと開発している傾向。

構造用ファスナー(<1) 他



コンポーネント別主要サプライヤー
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⚫ 日本が強みを持つ部品には、軸受、増速機、発電機、電力変換器などがある

東レ（炭素繊維）,三菱ケミカル（炭素繊維） Zhongfu Shenying Carbon Fiber（炭素繊維）

Jilin Chemical Fiber Group（炭素繊維）

Sinoma Science & Technology

LM Wind Power (GE Vernova の傘下)

駒井ハルテック, 会川鉄工

CS Wind

Titan Wind Energy

GRI Renewable Industries

三菱電機（スイッチギア／IGBT）,富士電機（IGBT）

日立エナジー、 ABB（コンバータ）

Hyosung Heavy Industries（コンバータ）

Hopewind Electric（コンバータ）

Age Power Solitions（コンバータ）

The Switch (BEMAC)

TDK（電磁鋼鈑／永久磁石）

日立エナジー、 ABB 

石橋製作所

Nanjing High Speed Gear

ZF Wind Power, Bosch Rexroth SG

Moventas OY

NSK, NTN, 大同メタル工業

tyssenkrupp rothe erde

ZWZ, LYC

SKF

Schaeffler Group

Timken

軸受

増速機

発電機

電力変換器

タワー

ブレード



アンケート調査結果①
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⚫ 回答者のうち約８割のメーカーが将来も含めて技術開発を検討している状況。

⚫ 事業への参画条件は、市場規模・利益率の確保のほか、国産メーカーの風車製造に期待もある。

技術開発の検討状況 事業への参画条件（重複あり）

予定あり
13

予定なし
5将来検討

2

予定なし
3

検討中
10

今後具体検討
3

その他
1

11 

9 9 

8 

4 

0

2

4

6

8

10

12

国内
市場確保

利益率
確保

販売数
確保

国産風車
製造

海外企業
誘致



アンケート調査結果②

10

⚫ 海外風車メーカと取引のある企業は11社あり、ほとんどが欧米メーカーである。

⚫ 取引にあたっては、性能（認証取得）と価格に加えて、言語の壁も要因の１つ。

海外風車メーカーとの取引実績について 取引にあたってのボトルネック（重複あり）

実績あり
11

実績なし
10

取引中
7

再開余地あり
2

再開予定なし
2

検討余地あり
6

今後も予定なし
4

8 8 

2 

1 

4 

1 

0

2

4

6

8

10

性能
部品認証

価格 納期 実績 その他言語



浮体基礎・係留システムのサプライヤー
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⚫ 日本企業は、上流の設計企業、コストインパクトの大きい製造企業に参入

Vryhof, Mooreast

ハイブリッド合成繊維策 チェーンワイヤー

神鋼銅線

戸田建設
カナデビア
JMU
BW Ideol
Vryhof

戸田建設
カナデビア/JMU
Vryhof
Maersk
Mooreast
Bridon

JMU/カナデビア
戸田建設
PPI
Tecnip
SBMオフショア
Hyundai

JMU/カナデビア
戸田建設
Tecnip
SBMオフショア
Vryhof

濱中製鎖
Vicinay
Dan Han

東京製綱
繊維ロープ
ナロック
Bridon
Lankhorst
Bexo

アンカー

係留システム浮体基礎

ハイブリッドコンクリート 鋼製非溶接

Stidal

Welcon

鋼材メーカー 鋼材メーカーセメント製造

大成建設

大林組

熊谷組

三井住友建設

Bouygues

Kvaerner

Ferrovial

大成建設

大林組

Equinor

BW Ideol

Saitec

Mingyang

戸田建設

カナデビア

戸田建設

カナデビア

鹿島建設

カナデビア

JMU/PPI

Equinor/ Tecnip

BW Ideol

SBMオフショア

Hyundai

JMU/カナデビア

大島造船

住友重機械工業

JFEエンジ/日鉄エンジ

Effiage

Navantia-Windar

Samsung/Samkang

ゼネコン（地元企業）系列 造船（中小）系列

Tier 3
（材料企業）

Tier 2
（製造企業）

Tier 1
（設計企業）

日本製鉄

JFEスチール

Posco



浮体式洋上風力発電に係る
技術ロードマップの検討

目標３：官民の役割を明確にした技術ロードマップの素案作成。
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１．2025年現在の現状認識を整理

• 各項目の担い手（メーカー等）の現状

• これまでの国内技術開発PJの進捗（2020年以

降に立ち上がったGI基金事業の進捗等含む）

２．サプライチェーン戦略・技術目標の設定

• 2040年の政府目標を実現するための各技術の

技術水準のあるべき姿を設定し、そこからバック

キャストして、中間地点としての2030年の技術

成熟度を設定。

ローマップ策定の流れ

13

⚫ 浮体式風力発電にフォーカス。国内外の最新の技術開発動向を調査し、ベースとなる技術ロングリストを

アップデート。

⚫ 項目を主たる担い手毎に括り、それぞれの現状を整理。その上で、現状の政府目標（第7次エネルギー

基本計画等）を基に、2040年、2030年の戦略・目標を設定（浮体式については仮置き）。

⚫ 技術ロングリストを基に、現状と目標のギャップを埋めるための取組みとして必要な技術開発を整理。

浮体式洋上風力に係る技術開発ロードマップ骨子案作成の流れ

国内外の技術開発動向の収集・分析 現状認識と目標設定 技術開発ロードマップの更新

１．諸外国の技術開発動向調査

• 浮体式にフォーカスし、各国技術開発ロードマップ

の策定・更新状況を把握

• 2020年以降の技術開発動向をアップデート

２． 技術ロングリストの更新

• 国内技術開発PJ参加者等へのアンケートと項目

追加

• 国内技術開発PJでの実施事項を反映

• 浮体式を前提に項目建てを再整理

１．現状と目標のギャップを埋める取組の整理

• 技術ロングリストを基に現在進行中のPJの進捗

等も踏まえつつ、現状と目標のギャップを埋めるた

めの取り組みを整理。

• 技術的成熟度をFS、プロトタイプ、プレ商用、商

用の4段階に整理。出口イメージを反映。

２．骨子を受けてのロードマップのとりまとめ

• 現状と将来目標のギャップを課題として整理し、そ

れを埋めるために必要な技術開発をロードマップと

して取りまとめ。

• 必要に応じて事業者等へのヒアリング調査を行い、

ニーズとシーズの分析を行ってとりまとめた。



2040年の将来像・あるべき姿
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◆ 2040年には、大量製造・高速施工技術、点検・検査の省人化・省力化技術の実用化が重要。

発電量
向上技術

点検・検査の
省人化・省力化技術

大量・高速施工技術

浮体大量製造技術

電気システム大量製造技術次世代風車大量製造技術（風車のサプライチェーン形成）

次世代浮体
大量製造技術

2040年ターゲット

⚫15GW案件形成
⚫年間100～200基
程度製造・設置

⚫累計1000基程度
の運転保守



A）次世代大型風車
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⚫ 2040年にはアジア太平洋地域に適した風車・浮体搭載用風車の供給・風車の国産化を実現することが

目標。その実現には多様なシナリオが考えられるが、シナリオに依らない基本軸をロードマップとして設定。

⚫ 特にアジア地域に適した風車（平均風速が低いが極値風速が高い、強い雷が多い、雨が多い、外気温

が高い等）・浮体搭載用風車の設計技術に早期に着手し、2030年に向けて、その仕様設定、設計・開

発を進める。

⚫ また、国際競争力を持つ部品について、設計などの上流への関与・価格決定力に影響を与えるような独

自技術の開発を支援し、開発する大型風車向けのサプライヤーを育成する。

2025 2030 2040

アジア太平洋地域に適した風車・浮体搭載用風車設計技術

風車部品産業強靭化基盤技術

•風車の仕様設定・全体設計・製造の開発・検証
•コア技術・コア部品の設計技術の開発・検証

•コア部品の競争力強化のための技術開発・検証

•運転データ還元による設計技術高度化・データ取得基盤開発

アジア太平洋地域
に適した風車・
浮体搭載用風車の
設計・製造技術

•サプライチェーン形成

アジア向けの要素設計技術が未確立

浮体向け大型風車の設計技術・
エンジニアリング技術が未確立

国内に風車製造・運用上重要部品
のサプライチェーンの形成が不十分

プロトタイプFS 商用プレ商用

目標達成のための課題 目標達成に向けたアクション



B）浮体基礎・係留システム
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⚫ 2040年には、年間2～4GW程度の浮体・係留システムを領海内・EEZを想定した離岸距離が大きい海

域・大水深の海域に設置することが想定される。

⚫ 実海域実証にて検証予定の技術（鋼製、鋼・コンクリートハイブリッド等）では、一定規模の製造・施工

が見通せているところ、浮体の量産・高速施工技術と合わせて、2030年以降の早期商用化につなげると

ともに、2040年までに年間2～4GW相当の浮体量産・施工最適化等技術の確立を目指す。

⚫ 2040年の案件形成目標を後押しする次世代技術（大水深・コンクリート等）は、FS・要素技術開発・

プロトタイプの検証を進め、2040年を目途に商用水準を目指して技術開発を進める。

2025 2030 2040

浮体の量産・高速施工技術

浮体と係留システムの設計・製造・施工技術

次世代技術（大水深・コンクリート等）

•鋼製、鋼とコンクリートのハイブリット浮体設計技術の検証
•カテナリー、ハイブリッド係留の設計技術の検証

•大水深対応の係留設計技術・洋上施工技術の開発
•次世代浮体設計技術（コンクリート等）の開発

浮体と係留システムの設計・
量産・高速施工

次世代浮体の量産・高速施工
大水深対応係留の設計・量産・
高速施工

実機風車を用いた浮体・係留システムの
絞り込みを含む詳細設計が未確立

我が国適した施工方法が未確立

年間導入目標を満たすコンセプトが未
確立

製造・施工一体の量産・ロジスティクス
技術が未確立

プロトタイプFS 商用プレ商用

目標達成のための課題 目標達成に向けたアクション



まとめ
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⚫ 浮体式洋上風力発電等の分野について、2040年の将来ビジョンである、年間2～4GW程度の浮

体・係留システムを、領海内・EEZを想定した離岸距離が大きい海域・大水深の海域に設置の実現に

向けた技術開発の方向性をロードマップ（案）として提示した。

⚫ ロードマップに沿って研究開発を進めていく中で、関連産業のサプライチェーン形成、各事業におけるタク

トタイム・作業時間・コストの低減をKPIとして具体的に設定し、成果の検証等のフォローアップしていく

中で、適宜アップデートしていくことが必要。

⚫ また、国際的な技術開発の進展、基準化・標準化戦略が進む中で、外部環境の変化に呼応した形

で、本ロードマップもアップデートしていくことが重要。
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